
（整理番号） 67 （担当部課）

北海道総合計画指標

環境生活部文化局
文化振興課

北海道博物館の利用者満足度

【対応する政策】

○大項目（分　　　野） ３　人・地域

○中項目（政策の柱） (4) ふるさとの歴史・文化の発信と継承

○小項目（政策の方向性） ■北海道独自の歴史・文化の発信と次代への継承

【何を測る指標か】

道民の歴史・文化への親しみ度合いを測る指標

【定義・算出式】

北海道博物館の利用者に対して行うオーディエンス・リサーチ（利用者調査）で、施設全般に関して「満足」と回答した人の
割合
・北海道博物館は、北海道開拓記念館（昭和46年開館）と道立アイヌ民族文化研究センター（平成６年開所）という２つの
道立施設を統合して、平成27年に新たに開設された、北海道の自然や歴史・文化を広く紹介する施設。

【出典】

北海道博物館調査、毎年調査、概ね４月公表

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

平成25年度（2013年度）　65.8%（北海道開拓記念館の実績のため、参考値）

【②目標値】

目標年：令和７(2025)年度　　目標値：80.0%以上を維持

＜目標値設定の考え方＞

北海道博物館を核として地域の博物館などとも連携し、本道ならではの歴史や文化を次世代に継承し、発信する取組を
推進することにより、より利用者の満足度を高めて80%とすることを目標としている。

【③実績値】　※「実績値」は令和３年（2021年）８月１日時点での最新の統計数値

令和２年度（2020年度）　90.9%

＜達成度合の分析＞

施設整備面を含め改善すべき点は多いものの、提供している総合展示、企画展示、教育普及事業の内容、施設環境、利
用者サービスなどが、概ね高い水準で維持されているものと推定される。

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ
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年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
割合 80.0 73.2 65.8 - 85.3 78.6 73.0 75.6 93.7 90.9

基準値 実績値
※平成25年度（2013年度）までは北海道開拓記念館の実績のため参考値。平成27年度（2015年度）から北海道博物館の実績。

※平成26年度（2014年度）は、リニューアル工事につき年度を通じて閉館していたことから、調査は実施していない。

目標値



（整理番号） 68 （担当部課）

令和元年１０月から改修工事のため閉館しており、来館者数の把握が不可能であることから、実績値はなし。

赤れんが庁舎の年間の入館者数

目標年：令和７年度（2025年度）　　目標値：81万人

【②目標値】

＜達成度合の分析＞

＜目標値設定の考え方＞

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

北海道総務部調べ、毎年調査、４月確定

【対応する政策】

総務部財産課

赤れんが庁舎入館者数

○大項目（分　　　野） ３　人・地域

道民共有の貴重な財産である「赤れんが庁舎」の積極的な活用等により、道外からの観光客の増加の目標と同程度の
割合（約59%増）で入館者数を増加させることをめざし、目標値を設定している。

【③実績値】　※「実績値」は令和３年（2021年）８月１日時点での最新の統計数値

(4) ふるさとの歴史・文化の発信と継承

■先人から受け継いだ財産を活かした新たな展開

令和２年度（2020年度）　－

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

赤れんが庁舎を芸術文化等の情報発信拠点として活用する効果を測る指標

○中項目（政策の柱）

平成26年度（2014年度）　51万人

○小項目（政策の方向性）

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ
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（整理番号） 69 （担当部課）

目標年：令和７年度（2025年度）　　目標値：50万人

【②目標値】

＜目標値設定の考え方＞

環境生活部文化局
文化振興課

文化会館入場者数

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

芸術文化活動への道民参加の状況を測る指標

■生活に潤いと豊かさをもたらす芸術文化の振興

平成22年度（2010年度）　46万人

○中項目（政策の柱）

○小項目（政策の方向性）

(4) ふるさとの歴史・文化の発信と継承

市町村や関係機関と連携しながら、芸術文化活動へ参加する機会や芸術鑑賞などの文化に触れる機会の充実を図るこ
とにより、過去10年間の高水準である平成19年度（2007年度）の実績を上回ることをめざし、目標値を設定している。

平成29年度（2017年度）　41万人

＜達成度合の分析＞

【③実績値】　※「実績値」は令和３年（2021年）８月１日時点での最新の統計数値

当該指標は、３年毎に文部科学省が行う調査の結果に基づく。2010年からは入場者数が減少しているものの、文化財団
実施事業等を通じて道民の文化活動への参加が促進され、2014年からは入場者数を維持できたものと考えられる。

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

文部科学省「社会教育調査」（概ね３年ごと調査）

【対応する政策】

○大項目（分　　　野）

公立文化会館が主催・共催する事業の入館者数又は参加者数の合計をいう。
・公立文化会館とは、座席数300席以上のホールを有する文化会館のうち公立のもの。
・主催・共催する事業とは、舞台芸術・芸術公演、学級・講座などの事業。

３　人・地域

●指標の説明

●指標の達成状況
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（単位：人）
年度 2007 2010 2014 2017

入場者数 493,588 464,552 398,710 409,285
基準値 実績値



（整理番号） 70 （担当部課）

目標値に対して９割近くの達成状況となっているが、基準年と比較すると若干悪化しているため、スポーツに親しむ機会
の創出などに、より一層の取り組むことが必要。

道内の成人のうち、週に１回以上スポーツをする人の割合

目標年：令和７年度（2025年度）　　目標値：65%

【②目標値】

＜達成度合の分析＞

＜目標値設定の考え方＞

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

北海道環境生活部「スポーツに関する実態調査」、隔年調査、概ね調査年の翌年10月公表

【対応する政策】

環境生活部スポーツ局
スポーツ振興課

本道の成人の週１回以上のスポーツ実施率

○大項目（分　　　野） ３　人・地域

ライフステージに応じた地域スポーツ活動を推進することにより、成人のうち３人に２人程度が週１回以上スポーツを行う
ことをめざし、目標値を設定している。

【③実績値】　※「実績値」は令和3年（2021年）８月１日時点での最新の統計数値

(5) 世界に飛躍するスポーツ王国北海道の実現

■地域スポーツ活動の推進と環境の充実

平成30年度（2018年度）　58%

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

地域スポーツ活動の推進状況を測る指標

○中項目（政策の柱）

平成26年度（2014年度）　59%

○小項目（政策の方向性）

●指標の説明

●指標の達成状況
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目標年：令和７年（2025年）　　目標値：前回大会以上

【②目標値】

＜目標値設定の考え方＞

平成28年（2016年）のリオデジャネイロ大会では、前回（ロンドン）大会以上の20人が出場し、また、平成30年（2018年）の
平昌大会では、前回（ソチ）大会以上の72人が出場した。競技力向上に向けた様々な事業による効果が着実に現れてい
るものと考えられる。

平成24年（2012年）　夏季 ロンドン17人（オリンピック13人・パラリンピック４人）
平成26年（2014年）　冬季 ソチ60人（オリンピック58人・パラリンピック２人）

(5) 世界に飛躍するスポーツ王国北海道の実現

【③実績値】　※「実績値」は令和３年（2021年）８月１日時点での最新の統計数値

平成28年（2016年）　夏季 リオデジャネイロ20人（オリンピック12人・パラリンピック8人）
平成30年（2018年）　冬季 平昌72人（オリンピック65人・パラリンピック7人）

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

【何を測る指標か】

○大項目（分　　　野）

本道出身者で、夏季・冬季オリンピック及びパラリンピックに出場した選手の数
・本道出身者とは、
　①大会報告において出身地を「北海道」としている
　②出場時に北海道内の学校や企業に所属している
選手のこと。

○中項目（政策の柱）

○小項目（政策の方向性）

戦略的な選手強化や指導者の充実により競技力の向上を図ることなどにより、多くの本道出身選手がオリンピック・パラ
リンピック競技大会に出場して活躍をすることをめざし、目標を設定している。

３　人・地域

＜達成度合の分析＞

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

北海道環境生活部調べ、大会ごとに調査、確定

【対応する政策】

環境生活部スポーツ局
スポーツ振興課

本道出身のオリンピック・パラリンピック出場者数

世界の舞台で活躍するトップアスリートの育成状況を測る指標

■世界の舞台で活躍するトップアスリートの育成

●指標の説明

●指標の達成状況

本道出身のオリンピック・パラリンピック出場者数の推移 （単位：人）
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長野 シドニー ソルトレイク アテネ トリノ 北京 バンクーバー ロンドン ソチ リオ 平昌
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目標年：令和７年度（2025年度）　　目標値：25地域以上を維持

【②目標値】

人口減少社会においても、市町村が多様な行政サービスを持続的に提供することができるよう、効果的・効率的な広域連
携が推進されている。

＜目標値設定の考え方＞

北海道総合計画指標

【定義・算出式】

【出典】

北海道総合政策部調べ、毎年調査、３月確定

【対応する政策】

３　人・地域

【何を測る指標か】

行政サービスを持続的に提供するための、市町村による広域連携の実施状況を測る指標

国や道の広域連携制度に取り組む地域数

(6) 連携・協働・交流による未来に向けた地域づくり

■個性と魅力を活かし様々な連携で支え合う地域づくり

総合政策部地域行政局
行政連携課

＜達成度合の分析＞

令和２年度（2020年度）　26地域

道内で定住自立圏及び連携中枢都市圏、道独自の広域連携事業により連携する地域の数
・定住自立圏とは、地方圏から三大都市圏への人口流出を食い止めるとともに、地方圏への人の流れを創出するため、地
方圏において地域の中心的な市（中心市）と近隣の市町村が協定を結び、相互に役割分担し、連携・協力することで、圏
域全体の医療や交通など住民生活に必要な機能を確保し、地方圏への人口定住を促進する国の施策。
・連携中枢都市圏とは、地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、コンパク
ト化とネットワーク化により「経済成長のけん引」、「高次都市機能の集積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行
うことにより、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済の拠点を形成する国の施策。
・道独自の広域連携事業とは、人口減少下においても、医療、福祉、教育や産業振興などのほか、基幹的行政サービスを
持続的に提供していくため、｢役割分担と連携･相互補完｣の考え方に基づき、複数市町村による連携の取組･協力を行うこ
とで圏域全体の活性化を図る道の施策。

地域の実情や特性に応じた広域連携を推進することにより、道内の全域で広域連携に係る取組が行われることをめざし、
定住自立圏の形成圏域や第二次医療圏など地域の繋がりから想定した25地域で連携が行われることを目標値として設
定。

【③実績値】　※「実績値」は令和３年（2021年）８月１日時点での最新の統計数値

平成26年度（2014年度）　12地域

○大項目（分　　　野）

【①基準値】　※「基準値」は北海道総合計画策定時点での最新の統計数値

○中項目（政策の柱）

○小項目（政策の方向性）

●指標の説明

●指標の達成状況

●データ
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